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1. はじめに 

骨粗鬆症は「骨密度が低いだけの加齢現象」ではなく、骨折という深刻な結果を引き起こす疾患です。つま

り「骨折という合併症を引き起こす病的プロセス」と捉えるべき疾患です。 

 

2. 疫学と社会的影響 

•日本の骨粗鬆症患者は約 1,590万人、そのうち女性が約 1,180万人いると推計されています。 

•骨折は要介護の原因の第 3位であり、ADLや生命予後に直結します。二次骨折を発症すればさらに悪化しま

す。 

•背椎骨折・大腿骨近位部骨折は死亡率を有意に上昇させることが報告されています。 

 

3. 骨粗鬆症の診断 

•骨密度測定（DXA）：YAM値 70％未満で骨粗鬆症と診断します。推奨される検査です。 

•FRAXツール：WHOが実施しています。年齢・体格・既往歴・骨密度などを組み合わせて骨折リスクを評価し

ます。ホームページがあります。 

•骨代謝マーカー：治療効果判定やアドヒアランス評価に有用ですが、コストの問題があります。 

•骨粗鬆症検診率が低い地域ほど要介護率が高く、スクリーニングの普及が急務だと考えます。 

 

4. 治療の基本戦略 

骨粗鬆症治療の三本柱は、 

1.薬物療法 

2.食事療法（カルシウム・ビタミン D・タンパク質などの摂取） 

3.運動療法（筋力強化・バランス訓練・転倒予防） 

これらを組み合わせることで、骨折予防効果をより向上します。 

 

5. 薬物療法の実際 

（1）骨吸収抑制薬 

•ビスホスホネート：長期投与で骨密度改善。ただし消化管障害、顎骨壊死、非定型大腿骨骨折に注意しない

といけません。副作用を避けるため、長期投与は 5年をめどにするのが良いと考えます。 

•デノスマブ（抗 RANKL抗体）：半年に 1回投与。長期的に骨密度上昇が持続。ただし休薬後に急に骨密度が

低下する「オーバーシュート」に注意を要します。 

（2）骨形成促進薬 

•副甲状腺ホルモン製剤（テリパラチド、アバロパラチド）：強力に骨形成を促進。投与期間は制限がありま

す。 

•ロモソズマブ（抗スクレロスチン抗体）：骨形成促進＋骨吸収抑制の二重作用を有します。椎体骨折リスク

を 73％低下。心血管リスクのある患者には慎重投与。 

（3）その他薬剤 

•SERM、活性型ビタミン D、カルシウム製剤：副作用（血中 Ca濃度や下肢静脈血栓症等）に注意が必要です。 

 

6. 治療パラダイムの変化 

従来は「骨吸収抑制薬が第一選択」とされてきましたが、 

現在は 骨形成促進薬を治療早期に導入し、その後骨吸収抑制薬に切り替える逐次療法 が注目されていま

す。 

 



最後に・・・ 

浪速区医師会からの提言（2025） 

浪速区医師会（会長：久保田泰弘先生、愛染橋病院 中村未左央先生、なにわ生野病院 岡島良明先生、富

永病院 大西宏之）  

 

1. 提言の背景 

•これまで骨粗鬆症治療は、ビスホスホネートなど骨吸収抑制薬が第一選択とされてきました。 

•しかし、長期使用による副作用（顎骨壊死、非定型大腿骨骨折など）、骨密度上昇効果の頭打ち、治療アド

ヒアランスの低下といった問題が指摘されてきました。 

•一方で、骨折リスクが高い症例や既存骨折例では、早期に骨形成を促進することが骨量回復や再骨折予防に

有利であることが海外臨床試験・メタ解析で報告されています。 

 

2. 提言の要点 

浪速区医師会は、「治療の早期から骨形成促進薬を積極的に導入し、その後に骨吸収抑制薬へ切り替える逐次

療法を標準化する」という治療パラダイムを提唱しました。 

具体的には： 

•高リスク患者（既存骨折例、YAM＜70％、高齢女性など） → 骨形成促進薬（テリパラチド、アバロパラチ

ド、ロモソズマブ）を初期に使用。 

•一定期間（12〜24 か月）の投与後 → 骨吸収抑制薬（ビスホスホネート、デノスマブ）へ移行。 

•この逐次療法により、骨密度上昇の持続効果と骨折抑制効果の相乗効果が期待できます。  

 

 

3. エビデンス 

•ロモソズマブ→デノスマブ切り替え試験（FRAME試験）：椎体骨折リスクが 73％低下、24か月時点でも抑制

効果持続。 

•PTH製剤→ビスホスホネート切り替え：骨密度維持と骨折予防効果が報告されています。 

•メタ解析でも、骨形成促進薬を先行させた逐次療法は骨折抑制効果が強いことが示唆されています。 

 

4. 臨床的意義 

•日本は高齢化が急速に進行し、骨粗鬆症患者数は 1,500万人以上、骨折は要介護原因の第 3位。 

•大腿骨近位部骨折は ADL低下・死亡率上昇に直結するため、二次骨折予防（セカンダリープリベンション）

が喫緊の課題です。 

•浪速区医師会の提言は、医師会が中心となり、 

o医療従事者間の治療戦略の統一 

o患者教育と治療継続率の向上 

o地域包括ケアにおける二次骨折予防の推進につながる点で、行政施策（リエゾンサービス・診療報酬加算）

とも親和性が高い。 



 

5. 今後の展望 

•この治療戦略は「骨折リスクの高い患者にこそ骨形成促進薬を早期に導入する」という流れを浪速区医師会

だけでなく近隣の医師会にも広げていく可能性を期待しています。 

•多職種連携（整形外科・内科・リハビリテーション科・歯科など）を通じて、二次骨折予防のシステムを地

域医療に根付かせることが課題です。 


